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東員町は、令和４年９月１日に「ゼロカーボンシティ宣言」を行い、２０５０年までに

温室効果ガス排出量を実質ゼロとする「ゼロカーボンシティ東員町」の実現に向けて取り

組むことを宣言しました。 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく地球温暖化対策計画は、町域全体を対

象とする「区域施策編」と町役場の事務事業を対象とする「事務事業編」に大別され、東

員町の「区域施策編」は、桑名・員弁広域連合において「桑名・員弁広域環境基本計画」に

内包して策定が進められています。一方、「ゼロカーボンシティ東員町」の実現に向けては、

地域資源を活用した再エネの導入や地方創生と脱炭素の好循環など、より地域特性を反映

した個別計画の策定が望まれます。 

これより、東員町は、「事務事業編」（行政の率先行動計画）を内包した、ゼロカーボン

実現に向けた地域個別計画（アクションプラン）として「(仮称)東員町ゼロカーボン実現

計画」の策定を進めています。 
 

対象地域 区域計画 位置づけ 
   

日本 地球温暖化対策計画 
（令和 3年 10 月閣議決定） 

国全体の温暖化対策 
【目標】県全域で2013年度比46％削減 

  ↓目標・方針の継承 

三重県 三重県地球温暖化対策総合計画 
（令和 5年 3月改定） 

三重県全体の温暖化対策 
【目標】県全域で2013年度比47％削減 

  ↓目標・方針の継承 

桑名・員弁広域 
(2 市 2 町) 

桑名・員弁広域環境基本計画 
（うち、温暖化対策計画(区域施策編)） 

2 市 2 町共通のマスタープラン 
【目標】桑名・員弁広域で2013年度比47％削減 

  ↓目標・方針の継承 

東員町 (仮称)東員町ゼロカーボン実現計画 東員町独自の地域個別計画 
【目標】町単独の嵩上げ削減目標を設定 

図-1 計画体系 
 

「(仮称)東員町ゼロカーボン実現計画」は、東員町環境審議会専門部会（朴部会長）で審議

を進めています。令和5年 6月 5日の第3回専門部会では、東員町の2030 年度排出削減目標

について審議し、2013年度比50％削減を目指す方針が全委員の総意として決議されました。 
 

表-1 東員町環境審議会専門部会の審議状況 

開催時期 審議内容・結果など 

令和 4 年 12 月 15 日 計画骨子について審議。ゼロカーボン実現計画は、町全域を対象

とした、地域個別計画として策定する方針とする。 

令和 5 年 02 月 24 日 東員町の温室効果ガス排出量、再エネ導入量、森林吸収量など、

地域概況の調査結果と今後の検討課題について中間報告。 

令和 5 年 06 月 05 日 町の温室効果ガス排出量削減目標（嵩上げ）について審議し、2030

年度排出量は 2013 年度比 50％削減を目指すことを決議。 



表-2 広域環境基本計画（区域施策編を内包）とゼロカーボン実現計画 

区分 
広域環境基本計画 

（温暖化対策計画（区域施策編）を内包） 
東員町ゼロカーボン実現計画 

（温暖化対策計画（事務事業編）を内包） 

計画の 

位置づけ 

・桑名員弁地域が一体的な環境の取組

を推進していくための根幹を形成 

・基本的な方向を示すマスタープラン

として位置づけられる 

・ゼロカーボン実現に向けた、マスタ

ープラン（広域環境基本計画及び区

域施策編）を踏まえた町独自の地域

個別計画と位置付ける 

・行政の率先行動（事務事業編）を内包 

削減目標 ・桑名・員弁広域（2 市 2 町）全域の

削減目標を設定 

・東員町単独の嵩上げ削減目標を設定 

 

 

表-3 今後の計画策定スケジュール 

区分 
広域環境基本計画 

（温暖化対策計画（区域施策編）を内包） 
東員町ゼロカーボン実現計画 

（温暖化対策計画（事務事業編）を内包） 

2023 年 

4 月 

 

温室効果ガス排出量に関する中間報告 

 

5 月  ・温室効果ガス排出削減目標の設定 

・取組内容、取組指標の検討 6 月 各市町環境審議会(基本目標検討) 

7 月  ・計画素案の作成 

・取組内容、取組指標の検討 8 月  

9 月   

10 月 各市町環境審議会(計画素案検討)  

11 月 計画素案に関するパブリックコメント  

12 月   

2024 年 

1 月 

 

各市町環境審議会(環境基本計画答申) 
 

2 月   

3 月 環境基本計画公表  

 

環境基本計画(マスタープラン)の

策定・公表状況に合わせて進行 


